新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
＜交付申請におけるよくある誤り＞
１　申請先の誤り等

・債権譲渡申出事業所・ファクタリング実施事業所は、国保連経由での申請は行えません。県への直接申請となります。

・同一法人内の事業所については、法人全体で国保連経由で１つ、県直接申請で１つにまとめてください。※個票は事業所ごとに作成
２　申請様式の誤り

・内容が変更承認申請であるにも関わらず、「交付申請書」（当初の交付申請用）を使用している。
　（変更承認申請の場合は、「変更計画承認申請書」を提出してください。）
３　申請書の内容誤り・記載不備の例

・「申請者」が事業所になっている。（申請者は「運営法人」としてください。（市町の場合は設置者も可））

・「介護保険事業所番号」の記載間違い（空欄を含む）がある。
・「提供サービス名」に誤りがある、又は記載漏れ⇒補助上限額が正しく表示されない。
・「別添様式１」や「別添」が正常に作成されていない。（空欄の項目がある等）

・「申請書（様式第１号）」に「申請額」が入っていない。
・「再開支援への助成事業」以外で申請額に千円未満の数字（小数点以下）が入っている。
・「感染症対策」「環境整備」を申請しているが、「用途・品目・数量等」欄が空欄である。
・慰労金について、「別添様式３（職員表）」の「人数」と全体の「慰労金申請額」が合っていない。
・慰労金について、「施設区分」「対応区分」「委任状の有無」「他法人での申請の有無」等の記載がない。
・「別紙様式２（事業実施計画書）」の「感染症対策」や「環境整備」の経費に関する科目が誤っている。（消耗品である衛生用品は需用費、人材派遣の紹介料は役務費に計上してください。）
４　口座登録申出書の記載不備の例（県直接申請の場合）

・口座登録申出者が、事業所名になっている。（申請者と同じく「運営法人」としてください。（市町の場合は設置者も可））

・口座登録申出書に法人代表者印が押印されていない。
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